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瀨川他：日本家庭科教育学会誌における教師研究の展開

１．研究の背景と目的

学校の教師をめぐる近年の動向としては，学習
指導要領の大綱化・弾力化とともに学校や教師の
手によるカリキュラム開発の重要性が認識されつ
つあることが指摘できる。家庭科教育においても，
教師が主体となったカリキュラム開発の更なる進
展に向け，現職教師への支援に資する研究が求め
られている。そのためには，これまでの家庭科教
育研究における教師研究において何が明らかにさ
れ，また何が課題とされてきたのか，その蓄積を
時代的変遷とともに整理する必要がある。
ここで，家庭科教育研究に関する文献レビュー

に目を転じると，「授業研究」など特定のテーマ
における研究史を概観したものに桑畑・石橋
（2002），伊藤他（2003），伊深他（2013）による
ものがあり，そのほかには『日本家庭科教育学会
誌』などに一定期間内に掲載されたすべての論文
の主題や対象とする領域を分類し，整理したもの
がある注1)。後者をみると，例えば瀧川（1998）は，
教師研究の乏しさを指摘し「充実が望まれる」と
している。また福田・林（2004）は，「家庭科教師
と家庭科教員養成に関する研究は，その重要性に
もかかわらず，僅少であり，大半が意識調査を行

ったもの」と概括している。
教師研究，すなわち教師の力量や成長・発達，
あるいは教師教育を主たるテーマとした研究（図
１ア）は，教育学研究の一領域として，多くの知
見が蓄積されてきている。しかしそのうち家庭科
教師研究（図１イ）は，瀧川（1998）や福田・林
（2004）が共通して指摘するように少なくとも
2000年前後までにおいては多いとはいえない。と
はいえ，2000年前後までにも数多く存在する家庭
科教師に対して質問紙・インタビュー（聞き取り）
などの調査を行った研究の中には，その一部分に
おいて教師の教育的信念や教科観が明らかにされ
たものも含まれている。加えて，筆者の見る限り，
2000年代後半以降の家庭科教育研究における教師
研究の状況は，研究上の問題意識の変化や調査方
法の多様化とともに教育実践において教師の果た
している役割に着目した調査がみられるようにな
るなどそれ以前とは異なる状況に入りつつあると
いえる。このように考えると，家庭科教師に関す
る調査研究のこれまでの成果を整理することによ
り，今後の家庭科教師研究への示唆を得ることが
できる可能性があるといえよう。
そこで本論文では，家庭科教師に関する質問紙
調査，インタビュー調査，または観察調査をもと
に教師に関する知見を導いた論文，すなわち「家
庭科教師に関する調査研究」（図１ウ）において
教師がどのような存在として捉えられ，学校現場
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の教師の教育的信念や教科観の実態はどのように
明らかにされてきたのかをその変遷とともに総括
し，今後の家庭科教師研究の方向性を展望するこ
とを目的として『日本家庭科教育学会誌』に掲載
された論文を対象とした文献レビューを行なった。

２．研究の方法

（1）分析の対象
『日本家庭科教育学会誌』（以下，『家教誌』と
略記する。なお『家教誌』には前身の『家庭科教
育学会誌』も含めるものとする）は，家庭科教育
を専門領域とする学術論文誌である。1960年の第
１号から2014年11月刊行の57巻３号までの143冊
には，「研究論文」および「資料」が合計1233編
掲載されている（複数報で構成されている論文も
それぞれを独立した一編として扱った）。
本論文では，「家庭科教師に関する調査研究」

を行った論文を分析の対象とした。従って，教師
研究であっても理論研究や歴史研究は対象から除
外した。また教員養成段階に関する研究には重要
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図１　本論文におけるレビューの対象

な知見が蓄積されているものの，現職の教師につ
いての研究をレビューの核とするため割愛するこ
とにした。
対象論文は，以下の手続きにより確定した：
①　全ての掲載論文の方法と結論を読み，家庭科
教師に関する調査の結果を含まないものを除外
する
②　①で除外されなかった論文のうち，調査の結
果が結論を導く主たる根拠（のひとつ）とされ
ているものを採用する
③　調査の結果が論文の主たる内容（のひとつ）
であるものも，加えて採用する

家庭科教師に関する調査と，それ以外の調査の
結果が並列的に示されている論文でも，家庭科教
師に関する調査の結果が，結論を導く根拠として
欠くことのできない構成要素であると判断できる
ものは分析の対象に含めた。なお，このような場合
は，対象論文のうち家庭科教師に関する調査の部
分のみの内容・方法に着目してレビューを行った。

（2）分析の方法
1）　レビュー表による文献の整理・要約
Garrard（2007）を参照し，レビュー表と呼ば
れる表の形式で文献を整理・要約したのち総括と
評価を行う方法を用いた注2)。
レビュー表は，対象論文を古いものから新しい
ものへと年代順に各行に並べ，各列にはそれぞれ
の論文について，表１に掲げる８項目，すなわち
①目的②方法論的デザイン③標本抽出デザイン④
データ収集⑤統計的手法⑥結果とその解釈⑦長所
と短所⑧結論のそれぞれを整理・要約して作成し
た。
2）　グルーピング
レビュー表をもとに，論文をその目的と内容に
基づいてグルーピングを行った。ここでのグルー
ピングとは，目的および内容が類似し関連性の強
い研究からなる論文群（グループ）を生成するこ
とである（ただし，一つの論文を複数の論文群に
分類することを許容する）。論文群の形成が飽和
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したところでそれぞれの論文群の特徴を表すラベ
ルを付した。
3）　時代的区分とその特徴の分析
対象論文の内容・方法的変遷と，各論文群に属

する論文の出現を加味して，『家教誌』における家
庭科教師に関する調査研究の変遷を時代的に区分
し，その特徴を記述した。分析にあたっては，数
量的な把握により全体像を俯瞰するとともに，家
庭科教師の教育的信念と教科観にとくに注目した。

３．結果と考察

（1）論文数および割合の推移の全体的な傾向
1960年から2014年までの55年間に発行された

『家教誌』には，対象となる「家庭科教師に関す

る調査研究」論文が99編注3)掲載されており，こ
れは全論文の約8.0％にあたる。
1960年代から2010年代まで10年ごと（ただし，
2010年代は５年間）の論文数および全体に占める
割合の推移は，表２に示す通りである。
年代順にみていくと，1960年代は菅原（1965）
による論文１編のみであり，これが『家教誌』に
おける初めての「家庭科教師に関する調査研究」
論文である。その後1970年代から2000年代を通じ
て，全論文の１割弱を占めており（約10.2％
→9.7％→5.8％→8.7％と推移），一定数の論文が
掲載されているといえる。2010年代は，全体に占
める割合が約15.5％と大きく増加した。
対象論文を「量的研究」と「質的研究」の２つ
の方法論的デザインに分類すると注4)，1990年代
までは対象論文66編のうち量的研究が64編を占め，
圧倒的多数であることがわかる。しかし2000年代
は18編のうち量的研究が13編，質的研究が６編と
なり，そして2010年代では，15編のうち量的研究
が４編であるのに対し質的研究が11編と質的研究
が量的研究を上回っている。
いっぽう調査対象とする教師の校種に目を向け
ると，高等学校（養護学校などの高等部を含む，
以下同じ）の教師を対象とした論文が最も多く59
編（60.0％）であり，次いで中学校教師が52編（52.5
％），小学校教師が44編（44.4％）の順であった。
小・中・高教師全てを対象としたものは24編
（24.2％）である。高等学校教師を対象としたも
のがやや多いが，研究対象の偏在はみられなかっ
た。比較を行うため複数の校種にわたる調査を行

表１　レビュー表に整理・要約する項目

　①目的 論文の目的およびリサーチ・クエス
チョン。

方
法

②方法論的
デザイン

調査の基本計画。Punch（1998）に従い，
量的研究については「集団間比較法」
「相関調査法」「その他（記述統計のみ
の研究など）」，また質的研究について
は「事例研究」「エスノグラフィー」「グ
ラウンデッド・セオリー」に分類した。

③データ
　　収集

データ収集の方法（質問紙の郵送，電
話調査など）。

④対象 調査対象者の特徴（ここでは，校種，
地域，性別など）と対象者数。

⑤統計的
　　手法

量的研究の場合に用いられた検定・分
析手法の種類。

結
果
と
考
察

⑥結果と
その解釈

研究の結果，すなわちリサーチ・クエ
スチョンに対する答え，および結果に
関する著者の解釈あるいは意見。

⑦長所と
　　短所

結果の妥当性や限界についての著者の
判断。

⑧結論 結果とその解釈をもとにした，著者の
提案と主張。

表２　「家庭科教師に関する調査研究」の論文数と全体に占める割合の推移
論文数
（編） 年代 1960～1969 1970～1979 1980～1989 1990～1999 2000～2009

注1)
2010～2014 合　計

研究論文・資料 145 177 299 309 206 97 1233

対象論文 1 18 29 18
注2)

18
注2）

15 99
注2)

（うち） 量的研究 0 18 28 18 13 4 81

質的研究 1 0 1 1 6 11 20

対象論文の
全体に占める割合（％） 0.7 10.2 9.7 5.8 8.7 15.5 8.0

注1)　2010年代のみ2010～ 2014年の５年間，その他の年代は10年間である。
注2)　混合法による論文があるため，量的研究と質的研究の論文数の和は対象論文数に一致しない。

（日本家庭科教育学会の20～ 50周年の各記念誌を参照し，筆者作成）
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った研究が一定数を占めているといえる。

（2）各論文群の特徴とその内容
レビュー表において整理した各論文の「目的」

やそのほかの内容的特徴にしたがって，対象とな
る論文のグルーピングを行った。その結果，生成
されたのが表３に示したＡ～Ｍの13の論文群であ
る。それぞれの論文群には【Ａ 施設・設備への
意識】や【Ｂ 教員配置】などのラベルを付した。
基本的に一つの論文は一つの論文群に属するが，

複数の群に属する場合もある。またいずれの群に
も分類し難い論文は「その他」とした。生成した
13の論文群を，「Ａ～Ｄ」「Ｅ～Ｈ」「Ｉ～Ｍ」の３
つに大別し，その特徴を概観すると以下のように
なる。
Ａ～Ｄに含まれる研究は，教育環境（条件）に

対する教師の意見・印象を問う調査が中心である。
授業実践への活用というよりは，政策的提言によ
る教育環境の改善を目的としている。またＥ～Ｈ
の各論文群では教育内容・方法について「授業で
どのように行って（扱って）いるのか」「重要で

あると考えるか」「生徒にとって必要であると考
えるか」などを問うた意識調査が行われている。
技術・家庭科の男女別の履修について扱ったもの
を【Ｅ 性別履修への問題意識】，指導法に関する
ものを【Ｆ 指導法への意識】，特定の内容領域に
限ったものを【Ｇ 各領域の内容への意識】，また
新たに導入すべき内容や，領域横断的に扱う内容
についての調査を【Ｈ 領域横断的内容への意識】
と分類したが，これらは密接に，また相互に関連
するものである。
Ｉ～Ｍは，教師が実際に行っている実践に関わ
るものであり，教師の内面に関心を向けた研究も
少なくない。質問紙調査だけではなくインタビュ
ー調査や観察などデータとその分析の方法の多様
さが特徴であるといえる。
図２は各論文群の関係を，含まれる論文ととも
に示したものであり，目的・内容に親近性のある
論文群は図中においても近くに配置されている。

（3）研究史の時代的区分とレビュー
家庭科教師に関する調査研究の方法的・内容的

表３　「家庭科教師に関する調査研究」の各論文群の特徴
ラベル 特　　　徴 論文数注）

Ａ 施設・設備への意識 施設・設備の状況の調査とそれに対する教師の意向をもとに，提言をする ２

Ｂ 教員配置 各自治体あるいは全国の家庭科教員の配置状況を調査する ４

Ｃ 教員実態（男女） 小学校家庭科担当教員の能力や意識の男女差を明らかにする ２

Ｄ 教員実態
（担当方式・免許）

家庭科教員の担当方式や免許状の種類による能力や意識の差異を明らかに
する ６

Ｅ 性別履修への問題意識 実施状況や教師の意向をもとに，技術・家庭科のあり方を探る ６

Ｆ 指導法への意識 指導法（ホーム・プロジェクトなど）の実施状況と教師の意識を調査する ４

Ｇ 各領域の内容への意識
食生活・衣生活・住生活・家族などの各領域の内容の必要性や重要度，実
施率などを教師に問い，カリキュラムの編成などの資料とすることを目的
とする

26

Ｈ 領域横断的内容への意識 既存の領域ではなく全ての領域に関わる内容や，まだ十分に扱われていな
い内容に対する教師の意識を調査し，導入へ向けた資料を得る ９

Ｉ 教科観 家庭科という教科の目標や重視すべき内容について教師がどのように捉え
ているのかを明らかにする 11

Ｊ 研修と養成への要望 家庭科教師に対して必要な研修や養成システムを教師の要望や意見をもと
にして考察する ４

Ｋ 悩みとその支援 教師の抱える悩みや困難を明らかにし，その支援方策を提案する ９

Ｌ ライフヒストリーと実践史 教師のライフヒストリーを聴取・構成し，歴史的事実に迫る ２

Ｍ 授業における思考と行動 家庭科の授業を観察し，録音・録画・逐語録などのデータをもとに分析を
行い，授業実践における教師の思考や行動に関する知見を導く 10

－ その他 － ５

注）複数の論文群に属する論文があるため，合計は対象論文数に一致しない。
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変遷を総合すると，研究史を「1965～ 1985年」
「1986～ 2004年」そして「2005～ 2014年」の３期
に区分するのが適当であると考えられる。
その理由は次の通りである。まず，研究内容の

変遷をみると次のことがわかる。すなわち，1980
年代半ばまでは【Ｄ 教員実態（担当方式・免許）】
などに分類される実態調査や【Ｇ 各領域の内容
への意識】などの意識調査を行った研究がその多
くを占めているが，1986年を境として【Ｉ 教科観】
に含まれる，個々の教師の教育的信念，教科観な
どに着目した研究が登場するようになる。なお「教
科観」とは，ここでは教科の目標や重視すべき内
容などをどのように捉えているかの総体を指すも
のとする。さらに，1980年代後半は研究の多様性
が増す時期でもあり，それ以前に多く扱われたテ
ーマに加え【Ｆ 指導法への意識】【Ｈ 領域横断的
内容への意識】【Ｊ 研修と養成への要望】【Ｋ 悩
みとその支援】などの論文群に属する研究がみら
れるようになる。そして2005年以降は意識調査や
大規模な実態調査が大幅に減少し，代わりに【Ｌ 
ライフヒストリーと実践史】や【Ｍ 授業におけ
る思考と行動】などの論文群に属する一人ないし
少数の教師を対象とした研究が中心となる。
いっぽう，研究方法については，2005年を境と

して量的研究が大半を占めている状況から質的研
究が中心という状況へと転換が起こっていること
が確認できるのである。
このようにして区分された３期をそれぞれ，①

教師を集団的に把握しようとする「集団的把握期」，
②教師を類別して考察する「類別期」，そして③
個別の教師に接近する「個別的接近期」と命名し
た。以下では各期の代表的な研究を挙げながら，
その内容的・方法的特徴を明らかにし，そのなか
で教師の教育的信念や教科観がどのように明らか
にされてきたのかを述べることにする。
1）　集団的把握期（1965～ 1985年）
『家教誌』の創刊は1960年であるが，教師に関
する調査研究論文が初めて掲載された1965年から，
1985年までを「集団的把握期」とした。この期に
代表的な研究としては，第一に，教育課程編成の

資料とすることを目的として，教師に対し児童・
生徒にとって必要と考えられる学習内容を問う調
査研究が挙げられる。とくに1970年代は日本家庭
科教育学会の課題研究として小・中・高一貫した
家庭科カリキュラムの提案が目指され，これに伴
い教師に対する調査を行った研究論文が数多く掲
載された（赤井・塚田，1975など）。一連の研究
は『家庭科教育の構想研究』（岡村，1977）の出
版を以って結実した。
これらの論文は，【Ｇ 各領域の内容への意識】

に属するものであり，それぞれの領域（例えば，
赤井・塚田（1975）では「家庭経営領域」）にお
ける内容について，家庭科教育として必要である
のか否かと学習に適する学年段階を問うものであ
る。一連の研究では，男子生徒に対する必要性を
女子生徒に対するそれよりも低く考えている教師
が多いことが課題として挙げられているほか，「全
体的に現状維持の傾向がみられ」（武井，1975）
ること，すなわち内容の選択にあたり学習指導要
領が大きな影響を及ぼしていることが指摘されて
いる。
家庭科教育で解決すべき課題とされている懸案
事項について実態の調査と教師が感じている困難
さを明らかにすることで政策的提言に繋げる研究
も集団的把握期に多い。【Ｄ 教員実態（担当方式・
免許）】に分類される研究（内藤，1974；内藤
1975；西村・渡辺，1978；渡辺・西村，1978）で
は，小学校において男性教員の力量不足により効
果的な指導が行われなかったり，あるいは高学年
のみが履修する家庭科を低学年担当の女性教師が
担当することを強いられたりすることなどが，教
師・研究者にとって深刻な状況と捉えられており，
実態の報告をもとに早急に改善することが求めら
れている。また，【Ｅ 性別履修への問題意識】では，
1977年の学習指導要領の改訂以降は中学校技術・
家庭科のいわゆる「相互乗り入れ」の導入に伴う
運用上の困難さを感じている教師が多いことや，
免許非所有者の「伝統的役割分担意識」が根強く
男女の共通履修にあたり課題であることなどが報
告されている（久保木，1982など）。
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村山（1977）による研究は，『家教誌』では数
少ない比較教育研究のひとつであるが，日本の家
庭科教師がUNESCOの調査結果と対照的に，家
庭科教育の目標として「物的改善」よりも「人間
能力の開発」に重きを置いているという結果は興
味深い。
いずれの研究でも方法としては主として量的方

法，しかも大規模な無作為抽出調査により得たデ
ータに基づく記述統計が重視されており，カイ二
乗検定（比率の差の検定）が一部行われているほ
かは統計的検定が全く用いられていないことも特
徴といえる。
2）　類別期（1986～ 2004年）
大規模な調査により全体的傾向を把握すること

を目的とし，教師を制度的な枠組みの実行者であ
ると捉えた研究が大半を占める集団的把握期に対
し，類別期は個々の教師が実践を行ううえで核と
している教育的信念や教科観の相違を認め，それ
らを分類する研究がみられるようになる。これら
は【Ｉ 教科観】に属する。
友定・五島（1986）は，小学校の家庭科教師が

「児童の家庭生活をどの程度把握しているのか」
と「家庭科観」などとの関連を明らかにしようと
したものである。この論文では，教師の「家庭科
観」として「①小学校家庭科の重要性についてど
う考えているか②中・高における家庭科の男女共
修についてどう思うか③小学校の家庭科で子ども
達にどんな力をつけてやりたいと思っているの
か」の３項目にわたり調査を行い，とくに③につ
いては，「家庭のきずなの大切さについて考える
こと」「日常生活の礼儀」「調理・裁縫等，日常生
活にかかわる知識・技能」などの11肢から選択し
て回答するよう求めている。その結果，小学校教
師は家庭科を「態度育成」の教科と考えており，
代表的な「教科論」である「生活技能の習得」も
「生活に関する自然および社会科学的認識を得る
こと」も，どちらもあまり重視されていないこと
を指摘している。
入江・永原（1996）は友定・五島（1986）によ

る研究を発展させ，小・中・高教師の「家庭科で

つけたい力」について「家事一般についての知識
や技能」「日常生活の礼儀や規律」など９項目か
ら選択式で問う調査を行っている。この研究では，
小・中・高教師はいずれも「すすんで家事に参加
しようとする態度」を重視することなどに加えて，
高校教師は，小・中学校教師よりも，「今日の日
常生活にみられる諸問題について考え，どうした
らよいか見通しをたてられる力（＝生活問題）」「高
齢者の生活と福祉のあり方（＝高齢者と福祉）」
の得点が有意に高いことを指摘し，教科観の学校
種による差異を報告している。
次いで，荒井他（1998）および鶴田他（1998）
は高等学校家庭科教師を対象に「ジェンダー観」
「生活主権者意識」「家庭科観」の各要素の関連を
明らかにしている。「料理裁縫の内容の重視」「将
来の家庭生活内容の重視」「生活の総合的認識の
重視」「男女平等な家庭生活の意義の重視」の４
肢から選択する「教科観」と「学習状況の把握」
を併せた「家庭科観」は，年齢や性別との間に関
連性はみられないものの「生活主権者意識」およ
び「ジェンダー観」との関連が見出されたとして
いる。
荒井他（1998）と鶴田他（1998）による研究は，
教科観を類型化し教師の信念や信条などとクロス
させることを第一の目的としているため，教師の
思考の多様性を汲み取っているとはいえないとい
う限界はあるものの，教師個人にフォーカスした
先駆的な研究であるといえる。
いっぽう，【Ｈ 領域横断的内容への意識】には，

既存の教育内容を精選・取捨選択するという観点
ではなく新たな内容や領域横断的な内容を家庭科
で扱うにあたっての予備的調査にあたる研究（守
谷・山口，1988など）を分類したが，その数が増
加し，調査内容や種類も集団的把握期より拡張し
ていることが指摘できる。方法論としては，類別
期も集団的把握期と変わらず量的研究が大半であ
る。カイ２乗検定により複数の属性や累計間の差
異の有無を明らかにするものが多く，多変量解析
の手法なども用いられている。
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3）　個別的接近期（2005～ 2014年）
これまでみたように，集団的把握期と類別期を

通じて『家教誌』における教師研究は，教師とい
う存在そのものを対象とした研究はわずかであり，
冒頭で引用したレビュー（福田他，2004；瀧川，
1998）も指摘するように，意識調査の域に留まる
ものが大半であった。しかし，2005年を境として
内容的にも方法的にも変化が生まれ，質的研究が
大きく進展する。論文数からみると，類別期以前
は量的研究が圧倒的多数であったのに対し，個別
的接近期ではこれが逆転し，質的研究が量的研究
のおよそ２倍を占めていることがわかる（図３）。
ここでいう質的研究には，現象学などの理論や

エスノグラフィといった方法論を用いて，授業観
察により収集されたフィールドノーツ，録音，録
画や逐語録，インタビューのトランスクリプト，
質問紙における記述式回答などの多様なデータを
もとに教師の思考や実践に迫るものが該当し，論
文群【Ｋ 悩みとその支援】【Ｌ ライフヒストリー
と実践史】【Ｍ 授業における思考と行動】に含ま
れる研究に多くみられる。
代表的な研究を挙げていくと，林他（2008）は，

中学校における「50分の調理実習」の授業でのフ
ィールドワークと教師へのインタビューをもとに，
調理実習における生徒の様子を描写するとともに，
授業づくりにおける教師の省察のプロセスに目を
向けている。望月（2009；2010a；2010b) は高等
学校のシティズンシップ教育・食教育・学校家庭
クラブのなどの授業・活動における教師のポジシ
ョナリティ（位置性，自分が他者との関係でどの
ような者として立ち現れるのかいう視点でとらえ
ること）を，教師と生徒の対話から分析し，実践
における教師のリーダーシップと役割について考
察を加えている。また片田江（2010）は，家族教
育を行う家庭科教師に対し現象学的インタビュー
を実施して具体的な直接経験を聞き取ることで家
族教育を行う家庭科教師の戸惑いや悩みを明らか
にし，そのうえで片田江（2014）において，家庭
科教師が抱える「倫理的な指導不安」の構造を明
らかにした。

ところで，【Ｍ 授業における思考と行動】に属
する論文は，「授業分析論文」（桑畑，2002）ある
いは「授業研究論文」（伊藤他，2003；伊深他，
2013）のうち，とくに教師の思考と行動に焦点を
あてたものといえるが，菅原（1965）による１編
のほかはすべて個別的接近期に掲載された論文で
あることも注目に値する。
このように，個別的接近期における家庭科教師
に関する調査研究はそれ以前とは一線を画し教師
の思考と実践に質的に迫るものが多数を占めるに
至るのである。

４．結　語

本稿では，『家教誌』における「家庭科教師に
関する調査研究」の現在までの変遷を概観し，家
庭科教師の教育的信念や教科観についての知見に
注意を払いつつレビューを行った。その結果，「家
庭科教師に関する調査研究」の方向性は，集団的
把握期，類別期そして個別的把握期と推移するな
かで，以下の２点で大きく変化したことが明らか
になった。
第一に，教師をどのような存在としてみるのか，
ということの変化である。集団的把握期において，
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多くの研究は教師をあくまで定められた制度・与
えられた教育課程の実行者であると捉えていた。
ところが類別期には，教師がそれぞれに多様な意
見を持って授業実践に取り組むことに目が向けら
れ，信念，教科観，指導観などを分類することが
試みられている。とはいえ，具体的な授業実践の
内容や，個々の教師に焦点化した研究はみられな
い。授業実践における教師の役割を明らかにする
ことは，家庭科教育学における質的研究の隆盛を
待たねばならなかったのである。
今津（1996）は教育学における教師研究が，

1980年代頃を境として教師の職業的地位に関する
議論から教師の役割・実践に関する議論へと移行
したことを指摘するが，『家教誌』における教師
研究の変遷をみるに，家庭科教育学における教師
研究も，やや遅れて同じ軌道を描いているといえ
るのではないだろうか。
第二に，研究方法にも顕著な変化が見られた。

集団的把握期および類別期は，（しばしば大規模
な）選択式の質問紙調査をもとにした統計的分析
により教師集団全体の傾向を把握しようとするも
のが主であった。しかし，2005年を境として，調
査研究であっても，インタビューや観察といった
調査方法が中心となり，量的方法から質的方法へ
の転換が認められるのである。2000年代に入って
からの『家教誌』における質的研究の隆盛の背景
には，日本家庭科教育学会による2002年例会にお
ける「質的研究方法による授業研究」と題する講
演の開催や，2007年以降の質的授業研究をテーマ
にしたセミナーの実施といった動向があることが
指摘されている（伊深他，2013）。加えていえば，
広く教育学全般における質的方法の活発化と発展
（村上，2011；関口，2013）を反映しているとい
えよう。
家庭科教師に関する調査研究のレビューを通じ

て，教師観の漸進的な変容と，2000年代を境界と
した研究方法の大きな転換を確認することができ
た。これからの家庭科教師研究には，量的方法と
質的方法をミックスさせることで，1980年代の類
型化では明らかにならなかった教師の思考（教育

的信念や教科観など）を解明するとともに，2000
年代の家庭科教師研究における個々の教師の実践
への関心を継承し，教師の思考と実践との関連を
明らかにすることが求められているのではないだ
ろうか。本稿では『家教誌』における論文のみに
対象を限定したが，書籍や学位論文，他の学術雑
誌に掲載された論文には家庭科教師の思考と実践
の探究に取り組んだ研究もみられる。それらも含
めて包括的なレビューを行い，家庭科教師研究の
新たな地平を展望することを今後の課題としたい。

注
注1）　瀧川（1988），清野他（1993），宇津野・岩崎
（2002），福田・林（2004）によるレビューはこれ
に含まれる。また木曽山（1977），三東（1987），
40周年記念誌編集委員会（1997），木村（2007）な
ど日本家庭科教育学会の記念誌などの企画として
過去の掲載論文を整理し振り返ったものも多い。

注2）　文献レビューに関する解説書としては，例え
ばGalvan（2009）やMachi & McEvoy（2012）な
どが近年刊行されている。本論文では，分析の対
象とする論文に量的研究が多いこと，そして整理・
要約の手続きが詳述されていることから，Garrard
（2007）を参考に整理・要約する項目の設定とレビ
ュー表の作成，そしてレビューの記述を行うこと
にした。

注3）　詳細は，本稿末尾に付録として掲げた論文一
覧（表４）に記載した。

注4）　もとより質的研究と量的研究は必ずしも相対
立するものでないが，本稿では研究方法の変遷を
辿るため，社会調査についての標準的な概説書で
あるPunch（1998）の区別に依りこれらを分類した。

引用・参照文献
（※レビューの対象論文については表４に掲げ，ここでは
重複を避けるため省いた）
福田公子・林未和子．（2004）．教科教育学研究の動向と展
望：家庭科教育に関する学会誌掲載論文を中心に．日本
教科教育学会誌．27(1)，73-84．

Galvan, J. L. (2009). Writing literature reviews: A guide 
for students of the social and behavioral sciences(4th 
ed.). Glendale, CA: Pyrczak Publishing.

Garrard, J. (2007). Health sciences literature review 
made easy: he matrix method(2nd ed.). Sudbury, MA: 
Jones and Bartlett Publishers.
伊深祥子・増茂智子・河村美穂・布施谷節子．（2013）．日
本家庭科教育学会誌における授業研究の動向：2000年か
ら2009年．日本家庭科教育学会誌，56(2），69-77．
今津孝次郎．（1996）．変動社会の教師教育．名古屋市：名
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付録
表４　「家庭科教師に関する調査研究」論文一覧

No． 著者注） 年 表　　題 巻 号 群

集
団
的
把
握
期
（
1965
〜
1985
年
）

［１］ 菅原 1965 教師発言を中心とした指導過程の追跡 － ６ Ｍ
［２］ 鐙本他 1971 技術・家庭科女子向き担当教師の意見と問題意識 － 12 －
［３］ 戸田 1973 京都市の家庭科教育の実態：担当教師の意識調査を通して － 14 Ａ
［４］ 内藤 1974 小学校の教科担当方式に関する調査研究（1）：家庭科を中心として － 15 Ｄ
［５］ 松木 1974 小学校家庭科教育における男子教員の諸問題について － 15 Ｃ
［６］ 内藤 1975 小学校の教科担当方式に関する調査研究（第２報）：各教科の協力指導体制と家庭科 － 16 Ｄ
［７］ 赤井他 1975 家庭科の教育内容に関する意識調査：家庭経営領域 － 16 Ｇ
［８］ 村山 1975a 家庭科教育の動向（第３報）：ユネスコ調査との関連研究 － 16 Ｇ
［９］ 村山 1975b 家庭科教育の動向（第４報）：ユネスコ調査との関連研究 － 17 Ｇ
［10］ 岡村 1975 家庭科の指導内容に関する意識調査：第１報　食物領域の内容に対する必要度について － 17 Ｇ
［11］ 武井 1975 家庭科の指導内容に関する意識調査：第２報　被服領域の内容に対する必要度について － 17 Ｇ
［12］ 佐藤 1975 家庭科の指導内容に関する意識調査：保育・看護領域について － 17 Ｇ

［13］ 伊藤他 1976
「家庭一般」の内容についての教師の意識調査：勤務校における設置学科（普通科，職業科）別，
年齢別による調査の結果について － 18 Ｇ

［14］ 武井 1976 家庭科の指導内容に関する意識調査　第２報：被服領域の内容と学習に適する段階について － 18 Ｇ

［15］ 鮒田 1976
聴覚障害者の家庭科教育：四国・中国・九州地区聾学校における家庭一般指導の実情とその問
題点 － 19 －

［16］ 村山 1977 家庭科教育の動向（第５報）：ユネスコ調査との関連研究 － 20 Ｇ
［17］ 五味他 1977 家庭科の指導内容に関する意識調査（第１報）：工的領域の内容に対する必要度について － 20 Ｇ
［18］ 西村他 1978 小学校家庭科の担当方法（第１報）：愛知県の実態 21 １ Ｄ
［19］ 渡辺他 1978 小学校家庭科の担当方法（第２報）：家庭科担当教員の実態と意識 21 １ Ｄ
［20］ 片山 1981 中学校・高等学校における家庭科男女共修の問題：家庭科担当教師の意見を中心に 24 １ Ｉ
［21］ 貴田他 1982 高等学校家庭科住居の学習指導に関する調査研究（第１報）：家庭科学習指導の実態と意識 25 ２ Ｇ

［22］ 國嶋他 1982
高等学校家庭科住居の学習指導に関する調査研究（第２報）：住居学習指導実態・意識とその
問題点 25 ２ Ｇ

［23］ 榊原他 1982 高等学校家庭科住居の学習指導に関する調査研究（第３報）：指導内容の検討 25 ２ Ｇ
［24］ 久保木 1982 学習指導要領改訂期における技術・家庭科教育の実態と教師の意識：愛媛県の場合 25 ２ Ｅ
［25］ 新福他 1983a 家庭科担当者の実態と教科担当意識（第１報）：大阪府の実態 26 ２ Ｂ
［26］ 新福他 1983b 家庭科担当者の実態と教科担当意識（第２報）：家庭科担当者の教科担当意識 26 ２ Ｋ
［27］ 倉盛他 1983 技術・家庭科の「相互乗り入れ」に関する取り組み（第１報）：和歌山県の実態 26 ２ Ｅ
［28］ 梅原他 1983 技術・家庭科の「相互乗り入れ」に関する取り組み（第２報）：和歌山県における教師の意識 26 ２ Ｅ
［29］ 菊地 1983 高知県の実態からみた中学校の家庭科教育の問題点 26 ２ Ｅ

［30］ 二宮 1983
高等学校家庭科におけるホームプロジェクトについて（第１報）：神奈川県および大分県の指
導法に関する比較 26 ２ Ｆ

［31］ 浅見他 1983 家庭科における住領域の教育に関する研究（第１報）：小，中，高校における住教育環境 26 ３ Ｇ
［32］ 林他 1983 家庭科における住領域の教育に関する研究（第２報）：教師の住意識について 26 ３ Ｇ
［33］ 久保木 1984 技術・家庭科における相互乗り入れ・男女共学の実態と教師の受け止め方：愛媛県の場合 27 ２ Ｅ
［34］ 貴田他 1984a 近畿３府県小学校における学級担任の家庭科指導実態　（第１報）：男女別・意識別 27 ２ Ｋ
［35］ 貴田他 1984b 近畿３府県小学校における学級担任の家庭科指導実態　（第２報）：年齢別・地域別 27 ２ Ｋ
［36］ 安藤 1984 高等学校家庭科ホームプロジェクトに対する意識（第２報）：全国高等学校家庭科主任の意識 27 ３ Ｆ

類
別
期
（
1986
〜
2004
年
）

［37］ 佐藤 1986 望ましい家庭科の授業のための諸要素の探索 29 １ Ｉ
［38］ 石谷他 1986 養護学校高等部における家庭科教育（第３報）：指導方法および教師 29 １ Ｊ
［39］ 武藤他 1986a 岡山県における小学校家庭科教育の実態（第１報） 29 ３ Ｃ
［40］ 武藤他 1986b 岡山県における小学校家庭科教育の実態（第２報） 29 ３ Ｄ
［41］ 五島他 1986 小学校教員の児童生活把握状況と家庭科観（第１報）：小学校教員の児童生活把握状況 29 ３ Ｉ
［42］ 友定他 1986 小学校教員の児童生活把握状況と家庭科観（第２報）：小学校教員の家庭科観 29 ３ Ｉ
［43］ 武藤他 1987 岡山県における小学校家庭科教育の実態（第３報） 30 ２ Ｆ
［44］ 五島 1988 小学校家庭科の指導内容からみた教師のタイプについて 30 ３ Ｉ

［45］ 桑畑 1988
技術・家庭科の男女共学に関する熊本県の動向（第２報）：家庭系列へののり入れについての
担当者の意識 30 ３ Ｅ

［46］ 守谷他 1988 家庭科教育へのマイコン導入の可能性（第２報）：教師の意識と実態 31 １ Ｈ
［47］ 大瀧他 1989 「保育」領域の男女共修と性別役割観 32 １ Ｉ
［48］ 鈴木 1989 これからの中学校家庭科における被服製作学習・調理実習について：家庭科担当教師の意識 32 ３ Ｇ
［49］ 池崎 1992a 帰国子女の家庭科教育に関する調査研究（第２報）：家庭科教師の指導観 35 ３ －
［50］ 池崎 1992b 帰国子女の家庭科教育に関する調査研究（第４報）：日本人学校における家庭科指導 35 ３ －
［51］ 伊藤他 1993 養護学校家庭科における調理実習室に関する検討（第１報）：問題状況および教師の改善意識 36 １ Ｇ

［52］ 今村他 1993
環境教育としての消費者教育に関する諸考察（第２報）：高等学校家庭科教師の意識と「生態
学的消費者教育」指針 36 ２ Ｈ
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No． 著者注） 年 表　　題 巻 号 群

類
別
期
（
1986
〜
2004
年
）

［53］ 武藤 1994 「幼児に対する関心を高める」における問題性 37 １ Ｇ

［54］ 武井 1994a 学校教育における被服の製作技術指導に関する教員の意識（第１報）：縫製の技術及び製作品
に対する指導 37 ２ Ｇ

［55］ 武井 1994b 学校教育における被服の製作技術指導に関する教員の意識（第２報）：被服の製作技術指導の
意義と提言 37 ２ Ｇ

［56］ 佐藤他 1994 食生活に関する価値意識：小・中・高・大学生及び教師の実態調査から 37 ３ Ｇ
［57］ 角間他 1995 家庭科教育における意思決定能力育成にかかわる意識：研究者と家庭科教員との比較において 38 ３ Ｈ
［58］ 入江他 1996a 教師の家庭科観：山口県の小・中・高校教師の場合 39 ３ Ｉ
［59］ 入江他 1996b 父母と教師による家庭科観：山口県の小・中・高校の父母と教師の場合 39 ３ Ｉ
［60］ 浜島他 1997 新指導要領実施後における高校家庭科教員の意識の変化 40 ３ Ｋ

［61］ 天木 1997
家庭科室における家庭用電気機器の保有状況とそれに対する教師の意識：岩手県の小・中・高
等学校の場合 40 ３ Ａ

［62］ 荒井他 1998 男女共学家庭科の実施と教師の意識（第１報）：ジェンダー観をめぐって 41 ２ Ｉ
［63］ 鶴田他 1998 男女共学家庭科の実施と教師の意識（第２報）：生活主権者意識と家庭科観をめぐって 41 ２ Ｉ
［64］ 岸田他 1998 調理実習における教師の衛生意識に関する調査 41 ３ Ｇ
［65］ 鎌田 1999 小学校家庭科教育の担当者の家庭科観と指導の実態 42 １ Ｉ
［66］ 上里他 1999 12の都道府県調査からみる中学校家庭科教育の実施状況（1）：家庭科教員の実態 42 ２ Ｂ
［67］ 得丸他 2000 学校教育における「死の教育」：死に対する意識調査から見た学校教育とのかかわり方 43 １ Ｈ

［68］ 田中他 2000
家庭科教育における教育と研究とのネットワーク形成に関する基礎調査（第１報）：兵庫県家
庭科教員のもつ悩みと研究者への期待を中心として 43 １ Ｋ

［69］ 堀内他 2000 「技術・家庭」担当教員のとらえる教科構造上の問題点 43 ２ Ｋ
［70］ 狭間他 2001 高等学校家庭科教育における生活情報教育の研究（第１報）：家庭科教員の認識から 43 ４ Ｈ

［71］ 佐藤他 2001
高等学校家庭科教育における生活情報教育の研究（第２報）：情報教育指導に関わる認識と情
報教育内容の構想案 43 ４ Ｈ

［72］ 伊藤 2002 家庭科における統合教育の検討（第２報）：教師からみた課題 44 ４ Ｈ
［73］ 綿引他 2002 中学校家庭科教員の実態と家庭科の指導に関する意識の関連：指導計画および指導観 45 ２ Ｄ
［74］ 川嶋他 2003 調理実習における学習目標に対する教師の意識 46 ３ Ｇ
［75］ 山岸他 2004 まちづくり学習の授業開発（第３報）：開発授業の汎用性とまちづくり授業実施への教師支援 46 ４ Ｇ

［76］ 近藤他 2004
大学における家庭科教員養成カリキュラムの現状と課題（第１報）：高等学校家庭科教員の教
科内容・指導に関する認識・実態 47 １ Ｊ

個
別
的
接
近
期
（
2005
〜
2014
年
）

［77］ 安藤 2005 高等学校家庭科ホームプロジェクトに対する課題：家庭科主任の意識を通して 47 ４ Ｆ

［78］ 桑畑他 2005a 地域の人が参加する家庭科のフィールドワーク（第１報）：地域の食文化を教材化した授業実
践における学び合い 48 ２ Ｍ

［79］ 桑畑他 2005b 地域の人が参加する家庭科のフィールドワーク（第２報）：年間を通じて地域の人が参加した
授業実践における学び合い 48 ２ Ｍ

［80］ 佐藤他 2005
小・中・高等学校家庭科教員のリカレント教育に関する一考察：「夏季講座」開設に対する岡
山県教員の希望調査を中心として 48 ２

Ｊ
Ｋ

［81］ 田村他 2008
小学校家庭科における消費者教育の実態と教育の意識：日本人学校の小学部家庭科担当教員と
国内の小学校家庭科担当教員との比較 51 １ Ｈ

［82］ 林他 2008 中学校「50分の調理実習」授業のエスノグラフィー 51 ２ Ｍ

［83］ 望月 2009
家庭科におけるシティズンシップ教育と教師のポジショナリティ：高校「家族・家庭」の授業
ディスコース分析を中心に 52 ２ Ｍ

［84］ 鈴木他 2009 高等学校教諭普通免許状「家庭」の授与に指定されている科目・内容に対する教員の意識 52 ２ Ｊ

［85］ 高野他 2010
家庭科の男女共修に着手した教師のライフヒストリー研究：1960～ 1970年代の京都府におい
て 53 １ Ｌ

［86］ 望月 2010a 食教育における教師のポジショナリティ：授業ディスコースを中心に 53 １ Ｍ
［87］ 片田江 2010 家族について教えるということ：家庭科教員の家族教育体験に関する現象学的研究 53 １ Ｋ

［88］ 艮 2010
家庭科におけるジェンダー／セクシュアリティに関わる教育実践の現状と課題：高校生と家庭
科教師を対象とした調査から 53 ２ Ｈ

［89］ 望月 2010b 学校家庭クラブのまちづくり実践とシティズンシップ教育：教師のポジショナリティを中心に 53 ３ Ｍ
［90］ 伊藤他 2011 家庭科の男女共修に取り組んだ教師のライフヒストリー研究：1970年代の長野県において 54 ２ Ｌ
［91］ 望月他 2011 幼児の会話教材を用いた授業の言語活動における教師の方略：授業ディスコースを中心に 54 ３ Ｍ

［92］ 長澤他 2011
高等学校家庭科の履修単位数・教員配置にかかわる実態：全国高等学校家庭科指導主事2009年
度調査を通して 54 ３ Ｂ

［93］ 野中他 2012 高等学校家庭科の単位数をめぐる現状と課題：21都道府県の家庭科教員調査を通して 54 ４ Ｂ
［94］ 伊深他 2012a 家庭科の授業へのナラティヴ・アプローチ：「なんで」が交流した授業の出来事 55 ２ Ｍ
［95］ 伊深他 2012b 子どもの食生活の現状からどう学びをつくるのか：授業「なぜひとりで食べるの」 55 ３ Ｍ
［96］ 高崎他 2012 調理実習の実態と家庭科担当教員の意識調査からみる課題 55 ３ Ｇ

［97］ 片田江 2014
家族教育における「倫理的な指導不安」：生徒のプライバシー保護と家庭科教員の不安をめぐ
る現象学的研究 56 ４ Ｋ

［98］ 小川他 2014 中学校，高等学校家庭科における住居領域授業実践の実態からみた課題と提言 57 １ Ｇ
［99］ 大矢他 2014 男子進学校における家庭科の定着過程：家庭科教員へのインタビューデータの分析を通して 57 ３ －

注）著者が２名以上の場合は筆頭著者のみを示した。
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古屋大学出版会．
伊藤葉子・小高さほみ・河村美穂・鶴田敦子．（2003）．日
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Abstract
There is no systematic investigation in the literatures on home economics teachers although 

considerable attention has been devoted in recent years to teachers’ curriculum design competencies. The 

purpose of this article is to overview the survey researches on home economics teachers in the Journal 

of Japan Association of Home Economics using Garrard’s Matrix Method for reviewing literature. The 

results are as follows: (1) The number of articles in the journal, published from 1960 to 2014, is 1233, 

including 99 survey articles on home economics teachers, which are accounted for 8.0% of the total 

articles in the journal. (2) The papers are categorized into 13 groups by their research purposes and 

contents. (3) The research history is divided into three terms and the findings from the articles of each 

term are summarized. Based on these results, the authors discuss and explore some desirable directions 

for research on home economics teachers in the future.
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